
　④�支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、
支払利息相当額及び減損損失

（単位：百万円）

支払リース料 84
リース資産減損勘定の取崩額 －
減価償却費相当額 74
支払利息相当額 3
減損損失 －

　⑤減価償却費相当額の算定方法
　�リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
　⑥利息相当額の算定方法
　�リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、利息法によっております。
2.オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料
　�該当ありません。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式
　時価のある子会社株式及び関連会社株式はありません。
（注）�時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連

会社株式の貸借対照表計上額
（単位：百万円）

当事業年度
（平成24年3月31日）

子会社株式 88
関連会社株式 184
合計 272

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから、「子会社株式及び関連会社株式」には含めており
ません。

（税効果会計関係）
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 4,551

　退職給付引当金損金算入限度超過額 1,568

　有形固定資産減価償却損金算入限度超過額 82

　賞与引当金損金算入限度超過額 170

　繰延資産償却損金算入限度超過額 24

　有価証券償却損金不算入額 124

　その他有価証券評価差額金 2,902

　役員退職慰労金未払額 30

　未払事業税 14

　その他 299

繰延税金資産小計 9,769

評価性引当額 △194

繰延税金資産合計 9,575

繰延税金負債

　退職給付信託分 △1,169

　その他 △0

繰延税金負債合計 △1,170

繰延税金資産の純額 8,405

2.�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 40.43％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.10　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.89　

評価性引当額 2.16　

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 32.45　

その他 1.22　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 74.47％

3.�法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の
修正

　�「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等
の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震
災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す
る特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公
布され、平成24年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率の引
下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに
伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は従来の40.43％から、平成24年4月1日に開始する事業年度から平
成26年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ
いては37.75％に、平成27年4月1日に開始する事業年度以降に解消
が見込まれる一時差異については35.37％となります。この税率変更
により、繰延税金資産は950百万円減少し、その他有価証券評価差額
金は413百万円減少し、法人税等調整額は536百万円増加しておりま
す。再評価に係る繰延税金負債は106百万円減少し、土地再評価差額
金は同額増加しております。

（資産除去債務関係）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 8百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円
その他増減額（△は減少） △8百万円
期末残高 －百万円

（1株当たり情報）
（単位：円）

1株当たり純資産額 363.40
1株当たり当期純利益金額 4.45
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 4.02
（注）�1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

1株当たり当期純利益金額
　当期純利益 422
　普通株主に帰属しない金額 －
　普通株式に係る当期純利益 422
　普通株式の期中平均株式数 94,646千株
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
　当期純利益調整額 －
　普通株式増加数 10,285千株
　　うち新株予約権 10,285千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

——————

（重要な後発事象）
当行は、平成24年6月15日に開催した経営会議において、平成19年7
月24日に発行した第1回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）
100億円を、平成24年7月24日に期限前償還することを決議いたしま
した。
これは、第2回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付及び適格機関投
資家限定分付分割制限少人数私募）50億円を、平成24年3月7日に発行
したことに伴うものであります。なお、社債発行による調達と償還によ
る支出との差額は自己資金であります。

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

役務取引等収益 2,206 30 2,236 2,186 29 2,215
　うち預金・貸出業務 438 － 438 422 － 422
　うち為替業務 665 29 694 638 28 667
　うち証券関連業務 204 － 204 196 － 196
　うち代理業務 317 － 317 286 － 286
　うち保護預り・貸金庫業務 19 － 19 19 － 19
　うち保証業務 66 0 66 60 0 60
役務取引等費用 1,273 12 1,285 1,160 11 1,172
　うち為替業務 166 12 178 163 11 174

■�業務粗利益等

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用勘定 平均残高 （22,641） 28,089 817,095 （22,702） 24,053 849,089811,647 847,739

利息 （58） 196 13,457 （45） 92 13,04713,320 13,001

利回り（％） 1.64 0.69 1.64 1.53 0.38 1.53

資金調達勘定 平均残高 809,183 （22,641） 814,663 842,122 （22,702） 843,57128,121 24,152

利息 1,947 （58） 1,986 1,824 （45） 1,82897 49

利回り（％）等 0.24 0.34 0.24 0.21 0.20 0.21

■�資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り

■�役務取引の状況

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用収益 13,320 196 58 13,001 92 45
13,457 13,047

資金調達費用 1,947 97 58 1,824 49 45
1,986 1,828

資金運用収支 11,372 98 11,471 11,176 42 11,219
役務取引等収益 2,206 30 2,236 2,186 29 2,215
役務取引等費用 1,273 12 1,285 1,160 11 1,172

役務取引等収支 933 18 951 1,025 17 1,043
その他業務収益 2,095 34 2,130 1,206 19 1,225
その他業務費用 681 0 681 354 － 354

その他業務収支 1,413 34 1,448 851 19 870
業務粗利益 13,719 151 13,870 13,053 79 13,133
業務粗利益率（％） 1.69 0.53 1.69 1.53 0.33 1.54

（注）	1.国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。
	 2.資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。

3.業務粗利益率＝ 業務粗利益 ×100資金運用勘定平均残高

■�業務純益
（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

業務純益 3,044 2,381

業務純益…�預金、貸出金、有価証券などの利息収支を示す「資金運用収
支」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等収支」、債券
や外国為替など売買損益を示す「その他業務収支」の3つを合
計した「業務粗利益」から「経費」を控除したものです。

	 銀行の基本的な業務での成果を示す利益指標であります。
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（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

外国為替売買損益 － 34 34 － 19 19
商品有価証券売買損益 1 － 1 2 － 2
国債等債券売買損益 1,025 － 1,025 951 － 951
国債等債券償還損益 916 － 916 △ 53 － △ 53
国債等債券償却損益 － － － － － －
その他 △ 530 0 △ 529 △ 48 0 △ 48
合計 1,413 34 1,448 851 19 870

■�その他業務収支の内訳

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計　 国内業務部門 国際業務部門 合計

受取利息 残高による増減 378 △ 143 368 576 △ 25 513
利率による増減 △ 848 △ 191 △ 1,096 △ 895 △ 78 △ 923
純増減 △ 470 △ 335 △ 728 △ 319 △ 104 △ 410

支払利息 残高による増減 63 △ 58 61 77 △ 12 68
利率による増減 △ 547 △ 51 △ 577 △ 200 △ 35 △ 226
純増減 △ 484 △ 110 △ 516 △ 123 △ 48 △ 158

■�受取利息・支払利息の分析

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

給料・手当 4,556 4,404
退職金 4 1
退職給付費用 312 549
福利厚生費 59 55
減価償却費 562 640
土地建物機械賃借料 711 705
営繕費 25 58
消耗品費 163 162
給水光熱費 113 113
旅費 40 36
通信費 280 322
広告宣伝費 200 181
租税公課 505 490
その他 3,118 3,031
計 10,653 10,753

■�営業経費の内訳

（注）損益計算書中の「営業経費」の内訳であります。

（単位：％）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り 1.64 0.69 1.64 1.53 0.38 1.53
資金調達原価 1.54 0.55 1.55 1.49 0.51 1.50
総資金利鞘 0.10 0.14 0.09 0.04 △ 0.13 0.03

（単位：％）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

期末 15.42 1,603.54 17.95 18.08 2,433.22 20.55
期中平均 18.13 1,905.45 21.57 21.55 1,743.95 24.37

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内店 国内店

預金 11,353 11,844
貸出金 9,003 8,907

（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内店 国内店

預金 1,170 1,227
貸出金 928 923

■�利鞘

■�1店舗当たり預金・貸出金

■�預証率

■�従業員1人当たり預金・貸出金

■�利益率

（単位：％）

平成23年3月期 平成24年3月期

総資産利益率 経常利益率 0.26 0.18
　（ROA） 当期純利益率 0.15 0.04
資本利益率 経常利益率 5.48 4.00
　（ROE） 当期純利益率 3.28 1.00

（注）1.総資産経常（当期純）利益率＝ 
経常利益（当期純利益）

×100
総資産（除く支払承諾見返）平均残高

2.資本経常（当期純）利益率＝
経常利益（当期純利益）

×100
純資産勘定平均残高

（単位：％）

平成23年3月期 平成24年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

期末 79.42 4.78 79.30 74.20 7.47 74.13
期中平均 78.55 4.10 78.42 74.24 4.42 74.13

■�預貸率

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。 （注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

（注）従業員数は期中平均人員であります。
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